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賃金要求書を区長会に提出

‘‘１１００賃賃金金確確定定闘闘争争始始ままるる
３
月
１０
日
わ
が
組
合
と
特
別
区
区
長
会
と
の
間
で
団
体
交
渉
が
行
な
わ
れ
、
特
別
区
区
長
会

に
対
し
、「『
平
成
２２
年
度
』
現
業
（
業
務
）
系
人
事
任
用
・
給
与
制
度
改
善
要
求
書
」
を
提
出

し
、
東
京
清
掃
労
働
組
合
と
し
て
の
「
平
成
２２
年
度
」
賃
金
等
の
要
求
に
応
え
る
よ
う
に
求
め

ま
し
た
。
ま
た
３
月
１８
日
に
は
特
別
区
人
事
委
員
会
へ
の
要
請
も
行
な
い
ま
し
た
。

特
別
区
区
長
会
と
の
団
体
交

渉
で
は
東
京
清
掃
労
働
組
合
を

代
表
し
て
纐
纈
副
委
員
長
か

ら
、
デ
フ
レ
は
よ
り
深
刻
化
し

て
お
り
、
企
業
は
採
算
の
悪
化

に
よ
る
純
益
減
を
、
労
働
者
へ

の
リ
ス
ト
ラ
や
給
与
カ
ッ
ト
を

強
要
し
、
さ
ら
に
消
費
を
冷
や

す
悪
循
環
に
陥
っ
て
い
る
。
こ

の
よ
う
な
状
況
を
打
破
し
、
改

め
て
社
会
経
済
に
活
況
を
も
た

ら
す
の
は
、
消
費
の
拡
大
で
し

か
な
く
、
公
務
員
賃
金
を
抑
制

・
引
き
下
げ
る
こ
と
は
、
今
以

上
に
民
間
賃
金
を
押
さ
え
込
む

こ
と
に
な
り
、
更
な
る
経
済
の

停
滞
を
招
く
こ
と
に
な
る
こ
と

を
指
摘
し
ま
し
た
。
来
年
度
賃

金
改
定
に
あ
た
っ
て
は
、
こ
の

よ
う
な
状
況
を
十
分
に
踏
ま
え

る
と
と
も
に
、
区
政
の
先
頭
に

立
っ
て
住
民
サ
ー
ビ
ス
に
従
事

す
る
職
員
が
、
今
ま
で
ど
お
り

自
信
と
誇
り
を
持
て
る
賃
金
（
給

与
）
制
度
を
構
築
す
べ
き
と
強

く
求
め
ま
し
た
。

具
体
的
な
要
求
と
し
て
業
務

職
給
料
表
に
つ
い
て
、
清
掃
事

業
は
区
民
生
活
に
密
着
し
た
事

業
で
あ
り
、
区
民
か
ら
の
期
待

や
要
望
は
増
え
続
い
て
お
り
、

こ
れ
ら
区
民
の
期
待
や
要
望
に

適
切
に
応
え
る
こ
と
は
区
政
の

責
務
で
あ
る
こ
と
。
ま
た
一
方

で
年
度
を
重
ね
る
ご
と
に
多
種

多
様
化
す
る
清
掃
事
業
に
対

し
、
職
員
の
職
務
職
責
は
ま
す

ま
す
増
大
し
て
い
る
こ
と
を
訴

え
ま
し
た
。
そ
う
し
た
中
で
の

賃
金
引
き
下
げ
は
、
職
務
に
対

す
る
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
維
持

が
困
難
と
な
る
こ
と
を
指
摘

し
、
職
責
や
職
務
内
容
（
公
務

と
し
て
の
特
殊
性
や
困
難
度
、

危
険
性
）
等
を
十
分
に
踏
ま
え

た
現
業
（
業
務
）
職
給
料
表
を

早
期
に
提
示
し
労
使
協
議
す
る

こ
と
を
強
く
求
め
ま
し
た
。
そ

の
他
初
任
給
格
付
け
の
改
善
、

年
齢
に
よ
る
昇
給
抑
制
制
度
の

改
善
、
臨
時
職
員
賃
金
の
２３
区

統
一
化
等
を
求
め
ま
し
た
。

ま
た
任
用
制
度
の
改
善
要
求

に
つ
い
て
は
、
統
括
技
能
長
・

技
能
長
選
考
に
つ
い
て
、
統
括

技
能
長
、
技
能
長
は
多
く
の
区

に
お
い
て
欠
員
が
生
じ
る
事
態

が
生
じ
て
お
り
、
現
行
の
各
区

選
考
に
柔
軟
性
を
持
た
せ
る
な

ど
、
昇
任
選
考
の
改
善
を
果
た

す
こ
と
が
出
来
る
よ
う
、
選
考

方
法
及
び
区
間
交
流
な
ど
を
活

用
す
る
な
ど
の
制
度
的
な
対
応

を
図
る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

ま
た
「
再
任
用
の
職
の
設
定
」

に
つ
い
て
改
善
要
求
等
を
求
め

ま
し
た
。

こ
れ
に
対
し
て
区
長
会
か
ら

は
賃
金
要
求
に
つ
い
て
は
景
気

の
低
迷
、
税
収
減
等
の
特
別
区

財
政
の
危
機
的
な
状
況
を
理
由

に
、
組
合
の
要
求
に
対
し
て
、

基
本
的
な
考
え
方
を
示
す
の
み

で
、
具
体
的
な
回
答
は
示
さ
れ

ま
せ
ん
で
し
た
。
ま
た
、
任
用

制
度
等
に
つ
い
て
は
各
区
で
の

運
用
で
対
応
す
る
も
の
と
し
、

特
別
区
区
長
会
と
し
て
の
具
体

的
な
回
答
は
示
さ
れ
ま
せ
ん
で

し
た
。
今
後
も
労
使
で
真
摯
に

協
議
し
て
い
く
こ
と
を
確
認
し

団
体
交
渉
を
終
え
ま
し
た
。

こ
の
団
体
交
渉
を
ス
タ
ー
ト

と
し
て
わ
が
組
合
と
し
て
は
、

支

部
、
総
支
部
、地
連
、本
部
一
体

と
し
た
、
大
衆
行
動
を
背
景
に

１０
賃
金
要
求
実
現
に
向
け
、
闘

い
を
強
化
し
て
い
く
決
意
で
す
。

要
求
実
現
の
た
め
、
支
部
、

総
支
部
、
地
連

本
部
一
体

の
闘
い
を
強
化
し
よ
う
！

編 集 責 任
教 宣 部 長
坂本 浩明

「平成２２年度」現業（業務）系人事、任用・給与制度改善要求書
日頃、特別区政発展と資源循環型廃棄物行政確立、並びに職員の処遇改善に

向けた貴職のご尽力に敬意を表します。
平成２１年度の賃金確定交渉における妥結結果を踏まえ、下記の各項目につい

て要求いたします。貴職の誠意ある回答を求めます。

記

賃金制度の改善について
１．内需の拡大、消費の活性化こそが求められている。公務員賃金は民間賃金の
指標となっている実態を鑑み、高物価の首都圏での高額の家賃負担や生活
費全般にわたり重い負担を強いられている現状を踏まえた給与水準に引き
上げること。

２．現業系職員の賃金水準について、総務省の「技能労務職員の給与に係る基本
的考え方に関する研究会」報告で、年齢・経験年数区分別の給与水準比較
でも職種間の給与水準に開きがあることが報告されている。特別区の清掃
業務における職責や職務内容（公務としての特殊性や困難度、危険性）等
を十分に勘案した給料表を早期に提示すること。

３．過酷で困難な清掃業務職務の実態を十分に考慮するとともに、労働災害が絶
えない危険な清掃業務に従事する職員の初任給格付の改善を図ること。

４．職責の有無のみに拘わらず、経験・知識とも豊富な職員の区政に対する貢献
度を職務能力として給与処遇に反映させること。

５．高年齢職員の職務に対するモチベーション維持・高揚を図るため、年齢によ
る昇給抑制制度の改善を図ること。

６．全級における昇格率の改善を図ること。有資格者がいても、１級及び２級か
らの昇任者数を昇格者数から差し引く結果、格付者数が少数となっている。
２級格付も３級格付も４級格付同様に、算出した昇格者が１人に満たない
場合は、昇格者を１人とすることができる対応とすること。

７．退職金の１３、０００円に関わる調整については、組合と十分な協議を尽くし、
必要な措置を講ずること。

８．臨時職員の賃金について、国や都は統一した基準が設けられているが、現行

２３区の臨時職員の賃金は各区事項となっている。年末年始や年度末の対策
期間の臨時職員の応募状況は、賃金に差があることから各区により大きく
ばらつきが生じている。任命権者の違いはあるが特別区の清掃業務は各区
において基本的に同様の職務を行っている。同一労働・同一賃金の観点か
らも、常勤職員は統一交渉で同一で決定していることを踏まえて、臨時職
員の賃金を２３区統一とし、報酬額等の改善を図ること。

任用制度の改善について
１．統括技能長・技能長選考に関わり、身分切替後の各区独自の選考によって２００７
年度（平成１９年度）以降、多くの区において統括技能長職・技能長職に欠員
となる事態が生じた。今年度以降の統括技能長・技能長の退職状況や、２０１０
年度（平成２２年度）の各区の配置実態等を踏まえ、将来にわたり安定的に技
能長の欠員を補充できる制度の確立、現在の各区選考に柔軟性を持たせ、実
質的に昇任選考の改善を果たすことができるよう選考方法及び区間交流や派
遣制度などを積極的に活用する制度的な対応を図ること。

２．設置基準の算定基礎数に「再任用・再雇用等を含むことができる」とした２００８
年度統一交渉妥結結果を各区が尊重すること。

３．技能�及び�の職種に従事する職員の希望による転職に関わる年齢制限の撤
廃を求める。

４．再任用職員の職の設定に関わり、清掃事業に従事する職員の過酷な労働の実
態から、体力的な問題等で再任用職員としての雇用を辞退、若しくは再任用
期間を満了することなく本人の意に反し退職を余儀なくされている職員がい
る。再任用職員の従事する職務は定年前の職務を基本としている。２００９年度
末（平成２１年度末）に定年退職した職員から再任用職員として雇用される期
間は５年になる。
このような実情から、清掃職域における再任用職員も清掃以外の現業職員や
行政系職員同様に再任用期間を全うできることが必要である。それまで培っ
てきた知識・経験を活かすことのできる清掃職域以外の他の職域、本体業務
以外の業務にも従事できるよう再任用制度における対象職域の拡大を求める。

以 上

要 求 書 ２０１０年３月１０日
特別区区長会会長

多田 正見 様 東京清掃労働組合

中央執行委員長 西川 卓吾

第9 3 2号せ い そ う 労 働 者（１）2 0 1 0年4月1 5日


